
資料５ 

車両安全対策を取り巻く状況車両安全対策を取り巻く状況車両安全対策を取り巻く状況車両安全対策を取り巻く状況

平成22年10月5日 
国土交通省自動車交通局国土交通省自動車交通局
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交通事故等 現状交通事故等 現状１．交通事故等の現状１．交通事故等の現状  
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交通交通事故の現状事故の現状  
 全交通事故件数及び負傷者数は、2000年から2005年までの間は高

止まりで 全交通事故件数が９０万件超 負傷者数が１１５万人超となって
 交通事故死者数減少の全般的な要因としては、道路交通環境の整備、車両の

安全性の確保 救助 救急体制の整備等 交通安全基本計画に基づく諸対策の総止まりで、全交通事故件数が９０万件超、負傷者数が１１５万人超となって
いたが、2006年から減少に転じている。一方、死者数は1997年以前から
ほぼ一貫して減少している。 

安全性の確保、救助・救急体制の整備等、交通安全基本計画に基づく諸対策の総
合的な推進によるものと推測されるほか、シートベルト着用率向上、高速走行によ
る事故の減少、酒気帯び運転などの悪質な事故の減少等が挙げられる。 

3 
警察庁資料等より 



交通交通事故の現状（状態別）事故の現状（状態別）  

◎ 軽傷者では、自動車乗車中が６割を占めているが、死者においては、歩行中が非常に多く
なっている。  

警察庁資料より 
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交通交通事故の現状（状態別）事故の現状（状態別）  

◎ 自動車乗車中の死者数の減少が顕著であり、歩行中死者が３４年振りに最多の状態となった。 

 

警察庁資料より  5 



（（乗車中死者数 走行台キロあたりの乗車中死者数）乗車中死者数 走行台キロあたりの乗車中死者数）

交通交通事故の現状（状態別）事故の現状（状態別）  

（（乗車中死者数、走行台キロあたりの乗車中死者数）乗車中死者数、走行台キロあたりの乗車中死者数）

自動車乗車中の死者数は平成5年以降減少傾向にある。また、走行台キロあたりの自動車
乗車中の死者数も平成5年以降大幅に減少している。 
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交通交通事故の現状（年齢別）事故の現状（年齢別）  

◎ 高齢者は死者及び重傷者に占める割合が高い（死者数のうち約半数が高齢者）◎ 高齢者は死者及び重傷者に占める割合が高い（死者数のうち約半数が高齢者）

 

警察庁資料より 
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交通交通事故の現状（年齢別）事故の現状（年齢別）  

◎ 若者 負傷者数は減少傾向にあるが 高齢者に は依然高水準◎ 若者の負傷者数は減少傾向にあるが、高齢者については依然高水準

 

警察庁資料より 
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交通交通事故の現状（年齢別）事故の現状（年齢別）  

◎ 高齢者は事故にあ た場合 被害程度が深刻にな る◎ 高齢者は事故にあった場合の被害程度が深刻になっている。

 

警察庁資料より 
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交通交通事故の現状（年齢別）事故の現状（年齢別）  

◎ 高齢運転者による事故が増加傾向にある◎ 高齢運転者による事故が増加傾向にある。

 

警察庁資料より 
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交通交通事故の現状（歩行中の死傷者）事故の現状（歩行中の死傷者）  

◎ 歩行中死者数のうち、高齢者が全体の約７割を占める。 
◎ 歩行中負傷者数のうち、高齢者と子どもで全体の約半数を占める。 

警察庁資料より 
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交通交通事故の現状（歩行中の死傷者）事故の現状（歩行中の死傷者）  

◎ 諸外国と比較しても、日本では、歩行中の死者数の割合がかなり高い。 

警察庁資料より 
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交通交通事故の現状（車種別）事故の現状（車種別）  

◎大型トラックの事故件数は比較的少ないが 一旦事故が発生すれば大きな被害を及ぼす ◎大型トラックの事故件数は比較的少ないが、一旦事故が発生すれば大きな被害を及ぼす

○車種別事故件数 ○車種別死亡事故件数 

○車種別死亡事故率 

「 2009年版交通統計」（ITARDA）より 
13 



◎交通事故件数を事故類型別にみると 追突事故の件数が最も多い

交通交通事故の現状（事故類型別）事故の現状（事故類型別）  

◎交通事故件数を事故類型別にみると、追突事故の件数が最も多い。

 

警察庁資料より 
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諸外国と比較すると 本は 人 人あたり 死者数及び自動車 台あたり 死

交通交通事故の現状事故の現状（諸外国との比較）（諸外国との比較）  

20.0  
人口１０万人当たり死者数（2008年）

諸外国と比較すると、日本は、人口10万人あたりの死者数及び自動車１万台あたりの死
者数ともに、世界でも低いレベルにある。 
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＊数値は３０日死者数（フランスは換算値） 15 



そ 他 社会環境そ 他 社会環境２．その他の社会環境２．その他の社会環境  
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社会構造の変化（人口減少・少子高齢化）社会構造の変化（人口減少・少子高齢化）  

◎ 歳 上高齢者は増加傾向にあり 年には （ ）に達した ◎65歳以上高齢者は増加傾向にあり、 2008年には2,822万（22.1%）に達した
 ◎今後もこの傾向は持続すると予測 
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国立社会保障・人口問題研究所 出生中位(死亡中位)推計データより 
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高齢ドライバーの増加高齢ドライバーの増加  

 ◎若年者の免許保有者数は減少傾向にあるが、65歳以上の高齢者は増加傾向にある 
 ◎高齢女性の免許保有者数の増加が特に顕著である 

○年齢層別・男女別免許保有者数の推移 

「 運転免許統計」（警察庁）より 

平成12年の免許保有者数を100としたときの増減数 

18 



車両保有台数の推移車両保有台数の推移  

 ◎車両保有台数は２００８年から減少に転じている。 
 ◎人口の減少等により、車両保有台数の減少傾向は継続すると予想される。 

○年齢層別・男女別免許保有者数の推移○年齢層別 男女別免許保有者数の推移

80 000 000

90,000,000 

（各年3月末時点） 2007年 
79,236千台 

60,000,000

70,000,000 

80,000,000

2009年

40,000,000 

50,000,000 

60,000,000 2009年
78,801千台 

20,000,000 

30,000,000 

0 

10,000,000 

66
 

67
 

68
 

69
 

70
 

71
 

72
 

73
 

74
 

75
 

76
 

77
 

78
 

79
 

80
 

81
 

82
 

83
 

84
 

85
 

86
 

87
 

88
 

89
 

90
 

91
 

92
 

93
 

94
 

95
 

96
 

97
 

98
 

99
 

00
 

01
 

02
 

03
 

04
 

05
 

06
 

07
 

08
 

09
 

(財）自動車検査登録情報協会データより 
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20502020

京都議定書 中期目標 長期目標 

環境対策を取り巻く状況環境対策を取り巻く状況  

 
2008 2012 2030 

   
2050

  

 

約束期間 
 

温
室

  
2010

1990   
2015年度 
燃費基準

 

2020

室
効
果
ガ
ス
排

燃費基準

２０２０年に向けて 

アプローチの変革が必須 
排
出
量
（
全
体 「気候変動枠組条約への目標提出（2010年1

「目標達成計画（2006年7月閣議決
定）」(2010年度目標) 

・全体： 90年比  6 ％削減 
・運輸部門： 90年比 10％増 
・クリーンエネルギー自動車（電気 ハイ

（２０２０年目標）  

 

体
） 

「気候変動枠組条約への目標提出（2010年1
月）」 

 ・ 90年比25％削減、ただし、すべての主要国

による公平かつ実効性のある国際枠組みの
構築及び意欲的な目標の合意を前提とする 

 

クリ ンエネルギ 自動車（電気、ハイ
ブリッド、水素・燃料電池、天然ガス、
ディーゼル代替ＬＰＧ）目標台数： 

 （上位）233万台～（下位）69万台 

「地球温暖化対策基本法案」 
 2020年までに25％減（1990年比）を目標 

（２０５０年目標）      

CO2（二酸化炭素）排出量 

  

 

 
自

「G8ラクイラサミット首脳宣言」 
・全世界の温室効果ガス排出量の少なくと

も50％削減。先進国は80％以上削減 
 

「地球温暖化対策基本法案」その他

 運輸部門 
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自
動
車
約
９
割
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地球温暖化対策基本法案」
 2050年までに80％減を目標 

その他
80% 

 （2007年度速報値） 
  

割 



新技術 動向新技術 動向３．新技術の動向３．新技術の動向
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電気自動車・ハイブリッド自動車の普及電気自動車・ハイブリッド自動車の普及  

◎日本において 電気自動車やハイブリ ド自動車が急速に普及

ハイブリッド自動車 
電気自動車

 ◎日本において、電気自動車やハイブリッド自動車が急速に普及。
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低低炭素化炭素化等に向けた超小型モビリティへの期待等に向けた超小型モビリティへの期待  

①「環境対応車を活用したまちづくり実証実験」①「環境対応車を活用したまちづくり実証実験」

 国土交通省自動車交通局、都市・地域整備局が協働で、環境対応車（電動バス、電
気自動車、超小型モビリティ）を活用したまちづくりに関する実証実験を本年度より実施。 気自動車、超小型 リティ）を活用 まち くり 関する実証実験を本年度より実施。

超小型モビリティについては、地域交通・物流を担い、高齢化対策、物流効率化等にも
資するものとして着目し、開発・普及を後押しすべく、本年度は、以下の６地域において、
最適な車両コンセプト、利活用場面、駐車スペース、走行・利用等を評価。 

都県市名 概要 

桐生市 ・ミニカーを含むいくつかの車両についてモニター利用 
市内の中心市街地において使い方 使われ方等を検証・市内の中心市街地において使い方、使われ方等を検証

千代田区 ・ミニカーの貨物車両等を小口配送に利用 
・大丸有、神田地区において市街地での物流効率化等を検証 

豊田市 いくつかの車両についてモニタ 利用豊田市 ・いくつかの車両についてモニター利用
・市内の中心市街地、歩道と一体的な空間等で使い方、使われ方を検証 

京都府 ・ミニカーを含むいくつかの車両について、学研都市精華台、木津川台地区のニュータウン
でカーシェア利用 
・住宅地から駅、商業施設間等で、使い方、使われ方等を検証 

福岡市 ・ミニカーを含むいくつかの車両について、環境モデル地区として整備した複合開発（商業、
住宅、学校等）エリアでのカーシェア利用 
・住宅地から中心市街地間で 使い方 使われ方等を検証

23 

住宅地から中心市街地間で、使い方、使われ方等を検証

宗像市 ・ミニカーを用い、宗像市内の周辺集落地域を中心にモニター利用 
・主に、高齢者の日常生活における使い方、使われ方等を検証 



低炭素化等に向けた超小型モビリティへの期待低炭素化等に向けた超小型モビリティへの期待  

②「高齢者にやさしい自動車開発プロジ クト」②「高齢者にやさしい自動車開発プロジェクト」
高齢者にやさしい自動車開発推進知事連合が、高齢者が自立し、いきいき

と生活できる活力ある地域社会の構築に向けて、高齢者が颯爽と運転する安
全な自動車として、高齢運転者の自動車の使用実態等の調査結果より、二人
乗りの小型自動車の開発を提言している。 

24 



低炭素化等に向けた超小型モビリティへの期待低炭素化等に向けた超小型モビリティへの期待  

③ 「搭乗型移動支援ロボ トの公道実証実験」③ 「搭乗型移動支援ロボットの公道実証実験」

事項名 具体的な要望内容

平成21年10月  つくば市からの構造改革特区要望 
事項名 具体的な要望内容

「搭乗型の移動支援ロ

一定の要件を満たす搭乗型の移動支援ロボット
（パーソナルモビリティ等）を、電動機を用いるもので
あ ても 電動アシスト自転車などと同様の軽車両

搭乗型の移動支援ロ
ボットの公道（歩道）走行
社会フィールド実証実験
特区」

あっても、電動アシスト自転車などと同様の軽車両
（または原動機を用いる歩行補助車等）扱いとし、つ
くば市内のある一定区域の公道（普通自転車も走

特区」
行可能な歩道に限る）での走行を可能とし、歩行者
混在空間での移動支援ロボットの実証実験を行う。 

「一定の要件を満たす搭乗型の移動支援ロボットについて、特区内の一

平成22年1月29日 構造改革特別区域推進本部決定において 

定の公道において、ロボットの特性や道路交通環境を踏まえつつ、必要とな
る安全措置を講じた上で、実証実験を行うことを可能とする。」こととなり、現
在、警察庁及び国土交通省において、特区を認める場合の条件等を検討在、警察庁及び国土交通省において、特区を認める場合の条件等を検討
中。 

25 



道路運送車両法における車両区分道路運送車両法における車両区分  
・超小型モビリティ（二人乗りの超小型モビリティ及び移動支援ロボット等）を道路運送車両法における

定格出力 
（電動自動車） 

0.6kW以下 
0.6kW超－ 
1kW以下 

1kW超 

エンジン排気量 50 以下
50cc超 125cc超 660 超

車両区分に当てはめると次のようになる。 

ンジン排気量
（内燃機関自動車） 

 50cc以下
50cc超

－125cc以下 
125cc超

－660cc以下 
660cc超

歩行補助用具 
  

第一種原動機付 
自転車 

  

軽自動車 
  
  

小型自動車 
又は普通自動車 

  

２人乗りの
・衝突基準なし・時速６ｋｍ以下

三・四輪車 

２人乗りの 
超小型モビリティ 
 
乗車定員2人は、軽

自動車以上でしか認
められていない

・衝突基準あり 
・車検あり 
 
 
 

衝突基準なし
・車検なし 
・乗車定員１人のみ 
・高速道路走行不可 
 

時速 以下
・車検なし 
・免許不要 
 
 
 

められていない。
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  
  

 
 

 
 

 
 

移動支援ロボット等 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

二輪車 
（側車付二輪自動車

を含む） 

 
 
 
 
 自転車、 

電動アシスト自転車

 
 
 

第一種原動機付 
自転車

 
 
 
 

第二種原動機付 
自転車

 
 
 

軽二輪自動車又は小型二輪自動車 

 
 
 

 

 

 電動アシスト自転車 自転車
 
 

自転車

  
  

   

（注）それぞれの車両区分には、この他に寸法等の制限もある。 26 



高 進

新たな車両の開発・普及新たな車両の開発・普及  

・高齢社会の進展 

・自動車使用用途の変化
・地球温暖化対策の推進 

・日常生活での移動手段として、短距離、 
少人数での移動に適した自動車等への期待 

・二酸化炭素の排出量低減への期待 

  

超小型モビリティ 
（移動支援ロボット・二人乗りの超小型モビリティ） 

電気自動車 
（ハイブリッド自動車を含む） 

 
新たに発生する安全上の問題への対応が必要 
 ・交通環境に新たな自動車等を受ける際の安全確保 

・高電圧 大容量蓄電池に係る安全確保 ・高電圧、大容量蓄電池に係る安全確保

27 



４４ 国際標準化の推進国際標準化の推進４．４．国際標準化の推進国際標準化の推進  

28 



2. Japan’s future direction for 
international harmonization - 42.日本の基準の国際標準化に係る今後の方向性 

車両の安全・環境対策を効果的かつ効率的に実施していくた

international harmonization 4

めには、国際的な視点が重要であり、日本としては、WP29
の場に引き続き積極的に参画し、必要な提案やデータ・情報
提供を行いつつ 衝突被害軽減ブレ キ（AEBS） 車線逸脱提供を行いつつ、衝突被害軽減ブレーキ（AEBS）、車線逸脱
警報（LDW）、電気安全（ELSA）、ヘッドレスト、水素燃料自
動車（HFCV）、排出ガス試験法（WLTP）、歩行者保護等の

 
動車（HFCV）、排出ガス試験法（WLTP）、歩行者保護等の
国際基準の策定に大きく貢献していく予定。  

燃料電池・電気自動車など日本が技術的優位性を有してい燃料電池・電気自動車など日本が技術的優位性を有してい
る新技術の分野について、WP29における議論を主導する等、

特に戦略的に国際標準化作業を進めていくことは、日本の自特 戦略的 国際標準化作業を進 く は、 本 自
動車産業の成長戦略上も重要と認識。 

29 



自動車の基準に係わる国連の協定自動車の基準に係わる国連の協定  

自動車の基準調和及び相互承認に係る活動は、以下の２つの協定に基づ

国連の車両等の型式認定相互承認協定（1958年協定）

き、国連内にある自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において実施

• 欧州の他、豪、韓など47ヶ国、1地域が加入 
• 自動車の装置ごとの安全・環境に係る基準調和及び相互承認の実

施を目的とした協定施を目的とした協定

• 日本は1998年、欧州以外の国としては初めて加入 

国連の車両等の世界的技術規則協定（1998年協定） 
• 日米欧のイニシアティブにより成立。その他、中、韓、加など30ヶ国、

1地域が加入1地域が加入

• 各国ごとに相違している自動車の安全性や環境の技術上の基準を
国際調和させることを目的とした協定（相互承認は含まない） 

30 
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（参考１）産官連携による国連での活動（ＷＰ２９での活動状況） 

 
 国連の専門組織「自動車基準調和世界フォーラム」 国連の専門組織「自動車基準調和世界フォーラム」

 
国土交通省では、高い安全・環境性能を有する自動車の普及、国際流通の円滑化を図る観点から、安全・環境基
準の国際調和活動を推進

日本の安全・環境基準の国際標準化活動 

準の国際調和活動を推進。

電気自動車やハイブリッド車については、その普及を図るため、高電圧の部分が人体に感電しないか等を定めた安
全基準に関して、既に存在する日本基準に準拠するよう各国と調整した結果、本年３月、国際基準が成立。 
衝突時における乗員の感電保護を目的とした基準についても、調整を進めている他、自動車用リチウムイオン電池
の安全性に関する議論にも積極的に参加の安全性に関する議論にも積極的に参加。
また、同会合において、日本は、将来の国連傘下における「国際的な車両型式認証の相互承認制度（IWVTA）」の
創設に向けた作業を開始することを提案し、参加国間で合意。 
今後、国連の58年協定に基づく装置や部品レベルの認証の相互承認を、車両全体の認証の相互承認へと発展さ
せることを目指し 国際的な車両型式認証制度の具体的なロードマップを作成せることを目指し、国際的な車両型式認証制度の具体的なロードマップを作成。

国土交通省は、今後とも、上記活動に積極的に取り組んでいくこととしており、この活動を通じて、アジア諸国を含む
世界各国の安全・安心な車社会を実現しつつ、企業がより活動しやすい環境を作り出していくこととしています。 

乗車人員を感電から保護するための基準 国際的な車両型式認証の相互承認制度（IWVTA）創設 員 電 保護す 準

・直接接触に対する保護：高電圧部分に直接触れさせない 
・絶縁抵抗の確保：高電圧部分と他の導電部分は絶縁されている 
・間接接触に対する保護：高電圧部分から他の導電部分に漏電した場

合においても感電させない 

• IWVTAの実現により、より安全で環境にやさしく、適正な価格
の自動車の普及が促進 

日本市場 日本 
車両

メ
ー

高電圧部分 

       ・ 絶縁抵抗の確保 
（例）導電性のカバ との絶縁

・ 直接接触に対する保護 
 （例）導電性又は非導電性のカバー    

モーター 
モーターコントローラー バッテリー 

   

協定加盟国の市場 

車両
認証 

 

カ
ー 

   

 
  

   

 
   

 

 
   

・ 間接接触に対する保護 
 （例）導電性のカバーと他の導電部とを等電位化 

（例）導電性のカバーとの絶縁

 

   

認証手続き不要 
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 ●ASEAN： 自動車基準の国際調和及び認証の相互承認制度のASEANへの展開を目指し、本年５月の交通次官

（参考２）アジア諸国への働きかけ 

級会合（STOM）において日ASEAN自動車基準・認証に関する協力イニシアティブ案を提案。今後、実
務者級のタスクフォース（TF）、陸上交通ワーキング（LTWG）での審議を経て、本年１１月の交通大臣
会合（ATM）において承認予定。 

●イ ン  ド： 

●そ の 他：

道路交通省（MORTH）と大臣間での覚書を締結し、自動車基準の国際調和活動における意見交換の
ための定期会合を来年度開催予定。 

中国、韓国などその他のアジア諸国とも自動車基準の国際調和活動における意見交換のための定期会
合を随時開催予定。 

平成22年度 平成23年度 平成24年度平成22年度 平成23年度 平成24年度

上期 下期 上期 下期 上期 下期 
TF（8/3-4@
マニラ）    ハイレベルの政策対話（Workshopの同時開催 も検討） インドと大臣間で

の覚書締結

政府  

LTWG（9/21-
22@カンボジア）  O D Aセミナー（AT M終了後） 

ODAセミナー（実務者レベル） 

  

ODAセミナー（実務者レベル） 

   

  

STOM・ATM 
（11月上旬頃@ブルネイ）

の覚書締結

官民 
IWVTA関係（ACCSQ 基準認証制度関係の人材育成等） 

 

 

@（ 月 旬頃@ ）

理解の共有 
JASIC 

官
民
会
議 官民

(JASIC) 

   JASIC専門家の派遣    
 

マレーシア 基準認証制度関係の人材育成等 
国別に支援 
内容を具体
化  JASIC専門家の派遣 32 



（参考３）自動車の（型式認証の）相互承認（参考３）自動車の（型式認証の）相互承認  
政府認証制度を採用している各国政府が、それぞれ審査し認証を与えるのではなく、ある国の政
府が認証した結果は、他国もこれを認めることを政府間で取り決めることを指す。 
 これにより、認証に係る期間と費用などの重複を省略することができることとなる。 
 現在、国連において、自動車の構造及び装置の安全・環境に関する統一基準（UN/ECE規則）
の制定とその基準による装置の相互承認を図ることとしており、UN/ECE規則採用国のいずれか
一カ国で認証を受けた場合、協定に加盟し、同じ「UN/ECE規則」を採用している他国での認証は
不要（試験や手続き無しで受け入れられること）となる不要（試験や手続き無しで受け入れられること）となる。 
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５５．交通安全基本計画．交通安全基本計画  
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第８次交通安全基本計画（道路交通関係）の概要第８次交通安全基本計画（道路交通関係）の概要  

基本 念基本 念

第8次交通安全基本計画は、交通安全対策基本法第22条第1項に規定に基づき、平成18年度
から22年度までの5年間に講ずべき交通安全に関する施策の大綱を定めたもの。 

（基本理念）（基本理念）  
究極的には交通事故のない社会を目指す。究極的には交通事故のない社会を目指す。  
国民自らの交通安全に関する意識の改革国民自らの交通安全に関する意識の改革 
ヒューマンエラーを前提とした交通機関の技術開発・安全性の向上ヒューマンエラーを前提とした交通機関の技術開発・安全性の向上  
道路網や交通安全施設整備など 交通環境対策道路網や交通安全施設整備など 交通環境対策道路網や交通安全施設整備などの交通環境対策道路網や交通安全施設整備などの交通環境対策
  

（目標）（目標）  
20102010年までに交通事故死亡者数（年までに交通事故死亡者数（2424時間死者数）を時間死者数）を5,6005,600人以下。人以下。  

  

（対策の視点）（対策の視点）  
高齢社会への対応高齢社会への対応  
国民自らの意識改革国民自らの意識改革  
ＩＴの活用ＩＴの活用  

  

（講じようとする施策）（講じようとする施策）  
道路交通環境の整備道路交通環境の整備  
交通安全思想の普及徹底交通安全思想の普及徹底  
安全運転の確保安全運転の確保安全運転の確保安全運転の確保  
車両の安全性の確保車両の安全性の確保  
道路交通秩序の維持道路交通秩序の維持  
救助・救急活動の充実救助・救急活動の充実  
損害賠償の適正化を始めとした被害者支援の推進損害賠償の適正化を始めとした被害者支援の推進損害賠償の適正化を始めとした被害者支援の推進損害賠償の適正化を始めとした被害者支援の推進
研究開発及び調査研究の充実研究開発及び調査研究の充実  
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第９次交通安全基本計画（道路交通関係）の骨子案第９次交通安全基本計画（道路交通関係）の骨子案  

現在 中央交通安全対策会議専門委員会議が開催され 平成23年度から27年度までの5年間

（基本理念）（基本理念）

 現在、中央交通安全対策会議専門委員会議が開催され、平成23年度から27年度までの5年間
に講ずべき交通安全に関する施策の大綱を定めた第9次交通安全基本計画を策定に向けた議
論が行われている。本年度末に取り纏められる見込み。 
（基本理念）（基本理念）  

究極的には交通事故のない社会を目指す。究極的には交通事故のない社会を目指す。  
人間、交通機関、交通環境という３つの要素の関連を考慮した総合的な施策を実施。人間、交通機関、交通環境という３つの要素の関連を考慮した総合的な施策を実施。  
３つの要素を結び付ける情報の役割が重要。３つの要素を結び付ける情報の役割が重要。 
厳しい財政状況を考慮して、効率的な取り組みを進める。厳しい財政状況を考慮して、効率的な取り組みを進める。厳しい財政状況を考慮して、効率的な取り組みを進める。厳しい財政状況を考慮して、効率的な取り組みを進める。  
  

（目標）（目標）  
20152015年までに交通事故死亡者数（年までに交通事故死亡者数（2424時間死者数）を時間死者数）を3,0003,000人以下。人以下。  

  

（対策の視点）（対策の視点）（対策の視点）（対策の視点）  
高齢者及び子供の安全確保高齢者及び子供の安全確保  
歩行者及び自転車の安全確保歩行者及び自転車の安全確保  
生活道路における安全確保生活道路における安全確保  
幹線道路を中心としたより効果の高い安全対策幹線道路を中心としたより効果の高い安全対策幹線道路を中心としたより効果の高い安全対策幹線道路を中心としたより効果の高い安全対策

  

（講じようとする施策）（講じようとする施策）  
道路交通環境の整備道路交通環境の整備  
交通安全思想の普及徹底交通安全思想の普及徹底  
安全運転 確保安全運転 確保安全運転の確保安全運転の確保  
車両の安全性の確保車両の安全性の確保  
道路交通秩序の維持道路交通秩序の維持  
救助・救急活動の充実救助・救急活動の充実  
損害賠償 適 化を始めとした被害者支援 推進損害賠償 適 化を始めとした被害者支援 推進損害賠償の適正化を始めとした被害者支援の推進損害賠償の適正化を始めとした被害者支援の推進
研究開発及び調査研究の充実研究開発及び調査研究の充実  

第３回中央交通安全対策会議専門委員会議 資料より 
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